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機能名称 機能ID 指定都市においてのみ実装必須機能 備考
要件修正方針
（追加、修正、
削除、要検討）

対応内容 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細

2.1.3. 控除不足額還付
処理

0108014 算出所得割額がある場合はまず所得割控除額として控除し、
控除不足額がある場合は均等割・所得割・森林環境税に充当
又は委託納付するかを選択できること。

市町村全体の機能要件（個人住民税）の2.1.44.に付随

株式等譲渡所得割及び配当割は市民税５分の３・道府県民税
５分の２の割合だが、政令市の場合、所得割の市民税及び道
府県民税の割合が４対１となる。
このため、「市民税の所得割控除額として控除できる金額よ
り、市民税の所得割額が大きい」、「道府県民税の所得割控
除額として控除できる金額より、道府県民税の所得割額が小
さい」となり、所得割控除後残っている場合がある。
上記の際に、「道府県民税の所得割控除額として控除できる
金額」を「市民税の所得割額」に充当することを想定した機
能。

削除 ベンダーより以下のご意見を受けました。
本機能要件は指定都市にて市民税、道府県民税の税率が異なる場合においても
充当・委託納付しない運用は想定されず、充当・委託納付しない場合が未定義
であり、実装が困難である。以上から、一般市要件と同一対応とし、指定都市
要件から削除して欲しい。

ご意見を踏まえ、本機能要件を削除すべきかＷＴにて検討いたします。

参考
機能ID：0100326
算出所得割額がある場合はまず所得割控除額として控除し、控除不足額がある
場合は均等割・所得割に充当、森林環境税に委託納付することができること。

質問 以下の（１）、（２）についてご回答ください。
（１）本修正に関する賛否をご回答ください。
（２）（１）に関する反対意見含めご意見がございましたら記載くだ
さい。

賛成 賛成 （２）なし 賛成 賛成 賛成

5 0 0 反対意見もなく、ベンダーからも賛成意見を頂戴
しているため、記載の通りに反映します。

2.1.4. 0108015 当初課税時の控除不足額は、均等割・所得割・森林環境税へ
の自動充当又は委託納付するかをできること。なお、年金特
別徴収対象者は自動充当又は委託納付の対象外とするかを選
択できること。

同上 削除 ベンダーより以下のご意見を受けました。
本機能要件は指定都市にて市民税、道府県民税の税率が異なる場合においても
充当・委託納付しない運用は想定されず、充当・委託納付しない場合が未定義
であり、実装が困難である。以上から、一般市要件と同一対応とし、指定都市
要件から削除して欲しい。

ご意見を踏まえ、本機能要件を削除すべきかＷＴにて検討いたします。

参考
機能ID：0100328
当初課税時の控除不足額は、均等割・所得割への自動充当又は委託納付ができ
ること。なお、年金特別徴収対象者は自動充当又は委託納付の対象外とできる
こと。

質問 以下の（１）、（２）についてご回答ください。
（１）本修正に関する賛否をご回答ください。
（２）（１）に関する反対意見含めご意見がございましたら記載くだ
さい。

賛成 賛成 （２）なし 賛成 賛成 賛成

5 0 0 反対意見もなく、ベンダーからも賛成意見を頂戴
しているため、記載の通りに反映します。
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